
第２　国民健康保険事業特別会計
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１　被保険者の状況

２　年齢別加入状況

３　保険給付費等交付金の内訳

国 民 健 康 保 険 事 業 （医 療 保 険 課）

（単位：世帯、人）　

４年度末現在

世 帯 数 6,477

被 保 険 者 数 9,505

介 護 保 険 第 ２ 号 被 保 険 者 数 3,071

（単位：人）　

４年度
末現在

0歳～4歳 5歳～9歳 10歳～14歳 15歳～19歳 20歳～24歳

427 588 704 615

25歳～29歳 30歳～34歳 35歳～39歳

122 205 208 245 254 286 265 382

40歳～44歳 45歳～49歳 50歳～54歳 55歳～59歳 60歳～64歳 65歳～69歳 70歳～74歳 合計

770 1,482 2,952 9,505

（単位：円）　

４年度

保 険 給 付 費 等 交 付 金 4,056,768,000

普 通 交 付 金 3,958,787,000

特 別 交 付 金 97,981,000

保 険 者 努 力 支 援 分 23,225,000

特別調整交付金分（市町村分） 17,619,000

府 繰 入 金 （ ２ 号 分 ） 41,861,000

災 害 等 0

事 業 実 施 分 3,879,000

事 業 評 価 分 37,982,000

特定健康診査等負担金 15,276,000
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(1) 保険者努力支援分（取組評価分及び特別事情分）

(1)特定健診受診率 全国自治体の上位５割以内等

(2)特定保健指導実施率 全国自治体の上位５割以内等

(3)メタボ該当者・予備群の減少率 全国自治体の上位５割以内等

(1)がん検診受診率 全国自治体の上位５割以内等

(2)歯科検診 実施の有無

発症予防・重症化予防の取組 実施の有無とその内容

(1)個人へのインセンティブ提供 健康ポイントの実施の有無等

(2)個人への分かりやすい情報提供 実施の有無とその内容

重複・多剤投与者に対する取組 実施の有無

(1)後発医薬品の促進の取組 実施の有無とその内容

(2)後発医薬品の使用割合 全国自治体の上位３割以内等

保険料収納率 全国自治体の上位５割以内等

データヘルス計画の実施状況 策定の有無とその取組内容

医療費通知の取組 実施の有無とその内容

地域包括ケア推進・一体的実施 実施の有無とその内容

第三者求償の取組 実施の有無とその内容

適正かつ健全な事業運営の実施状況 収納率向上、レセプト点検等

(2)府繰入金（２号分）事業評価分

経営評価 保険者としての取組内容等

レセプト点検 点検効果率が前年度以上等

医療費通知 医療費通知所要経費

保険料収納率 96％以上、前年度＋1％以上等

特定保健指導 府内自治体の上位３位以内

精神通院医療対策 精神結核付加金所要経費

　

４　保険基盤安定繰入金

項　　　　目 条　件　等 配点 得点

共

通

項

目

①

70 20

70 70

50 15

②
40 5

30 0

③ 120 95

④
45 45

15 10

⑤ 50 40

⑥ 130 10

国
保
固
有
指
標

① 100 80

② 30 30

③ 20 20

④ 40 28

⑤ 50 24

⑥ 100 75

合計得点 960 567

交 付 額 20,724千円

項　　　　目 条　件　等 交付額

① 27,923千円

② 1,250千円

③ 930千円

④ 0千円

⑤ 6,000千円

⑥ 1,879千円

合　　計 37,982千円

（単位：円、世帯、人）　

保 険 基 盤 安 定 繰 入 金 保 険 料 軽 減 分 保 険 者 支 援 分

101,240,911

医 療 分 134,877,240 71,021,123

後 期 高 齢 者 支 援 金 分 40,390,640 21,646,300

限度額
超過世帯世帯数 人数 世帯数 人数

介 護 納 付 金 分 17,545,860 8,573,488

合　　計 192,813,740

859 1,451

軽 減 対 象 者 数 世帯数
７割軽減 ５割軽減 ２割軽減

1,451 96

世帯数 人数

医 療 分 6,853 2,320 2,978 1,053 1,864

401 485

78

後 期 分 6,853 2,320 2,978 1,053 1,864 859

285 352 61

令和４年10月20日現在　

介 護 分 2,815 1,014 1,098

- 316 -



１　保険料賦課状況

(1) 保険料率

(2)標準保険料率（京都府算定）

(3)保険料当初賦課の状況（令和４年６月１日）

１総務費　１総務管理費　１一般管理費

① 国民健康保険事務管理費（医療保険課）

　国民健康保険を運営するために必要な事務にかかる経費を支出した。

１総務費　１総務管理費　２連合会負担金

① 諸負担金（医療保険課）

　京都府国民健康保険団体連合会の運営経費及び近畿都市国民健康保険者協議会において国保事業運営

の諸問題を研究協議するための負担金を支出した。

１総務費　２徴収費　１賦課徴収費

① 賦課徴収事務費（医療保険課）

　国民健康保険料の賦課徴収や滞納整理事務を行うため必要な経費を支出した。

年度 区　　分 所 得 割
被 保 険 者
均 等 割

世 帯 別
平 等 割

賦 課 限 度 額

国 基 準

４
年
度

医 療 分 7.56% 28,500円 18,420円 65万円

介 護 分 2.62% 11,220円 5,580円

65万円

後期高齢者支援金分 2.35% 8,520円 5,520円 20万円 20万円

17万円 17万円

（単位：％、円）　

年度 区　　分 所 得 割
被 保 険 者
均 等 割

世 帯 別
平 等 割

１人当たり保険料
（保険料軽減前）

４
年
度

医 療 分 8.72% 31,447円 20,351円

128,179円後期高齢者支援金分 2.71% 9,409円 6,089円

介 護 分 2.96% 12,176円 6,054円

（単位：千円）　

年度 区　　分
軽減前 軽減後

所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 平等割

４
年
度

医 療 分 367,189 288,534 118,570 367,189 202,144 81,824

後期高齢者支援金分 113,968 86,256 35,532 113,968 60,407 24,508

介 護 分 44,358 36,544 15,747 44,358 25,894 10,972

小　　計 525,515 411,334 169,849 525,515 288,445 117,304

賦課割合 47.5% 37.2% 15.3%

1,106,698千円 (109,314円) 931,264千円 (91,986円)合　計(１人当たり保険料)
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２　保険料収納状況

３　滞納処理状況

(1) 滞納世帯数 （単位：世帯）

(2) 不納欠損の状況

(3)保険料の減免（うち新型コロナウイルス感染症に係る減免分）

（単位：件、円）

(4) 短期証の発行状況

(5) 滞納処分等の状況

円

円

円

　　　国民健康保険事業の運営に関する協議会に係る経費を支出した。

協議会開催回数    ２回　

（単位：円、％）　

調 定 額 収 入 額
不納欠損額 収入未済額 収納率

（別　　掲） （居所不明分） （還付未済額）

現 年 度 分
916,593,700 877,365,568 0 40,635,912 95.57%

(0) (1,407,780)

8,982,266 99,407,689 24.59%

(78,700) (0)

計 1,060,302,814 912,684,727 8,982,266 140,043,601

滞 納 繰 越 分
143,709,114 35,319,159

年度 現年度分 滞納繰越分 合計

４年度 543 503 721

（単位：世帯、円）

年度 世帯数 金額 事由

４年度 94 8,982,266 時効成立

年度 件数 減免額

４年度
365 17,842,765

(36) (8,533,805)

（単位：世帯、人）

有効期間 世帯数 人数

令和４年４月～令和４年９月 260 400

(うち未交付) (66) (75)

令和４年10月～翌年３月 222 347

(うち未交付) (72) (131)

令和４年度 件数
保険料
収納額銀 行 口 座 不 動 産 そ の 他

差 押 え 16 件 12 件 1 件 3 件 1,665,139

交 付 要 求 1 件 0 件 1 件 0 件 0

計 17 件 12 件 2 件 3 件 1,665,139

１総務費　３運営協議会費　１運営協議会費

① 運営協議会費（医療保険課）
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入　　院

入 院 外

歯　　科

調　　剤

食事療養

訪問看護

食事療養

診 療 費

補 装 具

柔道整復

あんま・マッサージ

ハリ・キュウ

その他（移送費等）

高額療養費（現物給付分）

高額療養費（現金支給分）

高額介護合算療養費

新型コロナウイルス感染症に係る傷病手当金

※令和４年度国民健康保険事業状況報告書(事業年報)より

※所得、人数のシェアは京都府全体に占める本市の割合、医療費指数は対全国平均の直近３年の平均

※納付金 ＝ 府納付金総額 ×（所得のシェア × 府所得係数β ＋ 人数のシェア）

                                                              × 年齢調整後の医療費指数 ± その他

※その他は、前期高齢者交付金等精算金、地方単独事業の減額調整分、激変緩和など

２保険給付費
（単位：件、円）　

区　　分 件 数 費 用 額 保 険 者 負 担 額

療養の給付 175,808 4,575,344,656 3,401,668,310

2,390 1,722,557,750 1,290,285,263

93,624 1,599,862,600 1,191,677,083

21,741 285,980,190 211,099,755

57,132 846,750,970 630,447,214

61,249,276 34,826,146

921 58,943,870 43,332,849

療　養　費 5,823 57,141,081 42,172,136

25 203,114

107 3,459,820 2,441,657

175 6,627,058 4,965,829

5,000 34,420,779 25,273,089

259 9,437,690 6,913,936

255 3,061,768 2,277,235

2 133,966 97,276

高額療養費 8,181 505,243,065

4,861 467,732,001

3,301 37,267,490

19 243,574

合　　計 189,812 4,632,485,737 3,949,083,511

費用額/１人 467,456 円 保険者負担額/１人 398,495 円

区　　分 件 数 支 出 額

31 件 702,501 円

３国民健康保険事業費納付金
（単位：円）　

納付金
納付金の算定に使用された主な指数

所得のシェア 人数のシェア 年齢調整後の医療費指数

医 療 分 958,061,845 0.02140 0.01963 1.06827

後期高齢者支援金分 299,779,169 0.02138 0.01963

介 護 納 付 金 分 121,627,225 0.02078 0.02016

合　　計 1,379,468,239
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５保健事業費　１保健事業費　１保健衛生普及費

① 保健衛生普及費（医療保険課・健康推進課）

１　健診補助（健康診断費用の７割補助）（医療保険課）

２ 医療費通知(医療保険課)

３ 後発医薬品差額通知(医療保険課)

４

　

５　健康増進法による健康診査（医療保険課・健康推進課）

人 間 ド ッ ク 脳 ド ッ ク

京都第一赤十字
病 院

17 人 524,370 円 9 人 191,340 円

京 都 桂 病 院 101 人 2,888,270 円 24 人 831,600 円

済生会京都府病院 46 人 1,387,600 円 26 人 700,700 円

京都工場保健会 17 人 528,220 円 7 人 215,600 円

知 音 会 111 人 3,372,600 円 48 人 1,122,660 円

大和健診センター 6 人 171,720 円 7 人 184,800 円

蘇生会総合病院 11 人 396,550 円 8 人 152,940 円

新 河 端 病 院 21 人 559,020 円 5 人 119,350 円

三 菱 京 都 病 院 78 人 2,458,020 円 43 人 960,190 円

武田病院グループ 9 人 270,270 円 5 人 115,500 円

京 都 市 立 病 院 10 人 301,640 円 3 人 115,500 円

洛西ニュータウン
病 院

1 人 29,260 円 1

向 日 回 生 病 院 3 人 87,780 円

12,975,320 円 186

人 28,490 円

その他

人 4,738,670 円

　年２回(２月、３月)

　延べ　　10,700　世帯　　　　　　　レセプト枚数　　　173,105　枚

　後発医薬品の使用割合や薬効に着目し、先発医薬品から後発品に切り替えることにより、３か月累
計で1,000円（10割算出）の削減が見込まれる被保険者に後発医薬品差額通知を送付した。

計 431 人

2 人

　年１回(９月)   　1,000件

　前立腺がん検診（医療保険課・健康推進課）

　国民健康保険に加入する55歳以上の男性を対象に前立腺がん検診を実施した。

　受診者数　　713人

　年度途中に本市国保に加入し、前保険者による特定健診を受けていない方に対して、７月１日から

12月31日までの間、個別医療機関において健康診査を実施した。内容は、特定健康診査に準じたもの

とした。

受診者数 メタボ基準該当 メタボ予備群

28 人36 人 6 人
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５保健事業費　２特定健康診査等事業費　１特定健康診査等事業費

① 特定健康診査等事業費（医療保険課・健康推進課）

「向日市国民健康保険特定健康診査等実施計画」に基づき、40歳から74歳までの方を対象に特定健康診

査及び特定保健指導を実施した。

１　特定健康診査

　特定健康診査は、乙訓実施医療機関で行う「医療機関方式」と委託医療機関で行う「人間ドック方

式」の２方法で実施した。医療機関方式は７月１日から12月31日までを実施期間とし、対象者には事

前に受診券等を送付した。

医療機関方式の結果

受診者
保健指導区分 メタボリックシンドローム判定の有無

積極的支援 動機付け支援 対象外 判定不能 メタボ基準 メタボ予備群 非該当 判定不能

2,950 人 65 人 221 人 2,663 人 1 人 648 人 358 人 1,944 人 0 人

人間ドック方式の結果

受診者
保健指導区分 メタボリックシンドローム判定の有無

積極的支援 動機付け支援 対象外 判定不能 メタボ基準 メタボ予備群 非該当 判定不能

431 人 6 人 29 人 353 人 43 人 83 人 36 人 308 人 4 人

２　特定健康診査受診勧奨

　受診率の向上を図るため、以下の取組みを行った。

取組内容 実施期間 対象者 内容

ハガキ送付 ７月、9月 未受診者 受診勧奨

３　特定保健指導

(1) 前年度特定保健指導継続支援

　　前年度初回支援を行った特定保健指導対象者にアンケート、電話、訪問等を行い、継

　続支援を終了した方は次のとおりである。

種　　別 継続支援終了者

積極的支援 34 人

動機付け支援 172 人

(2) 本年度特定保健指導初回支援

　  特定健康診査受診者の中から、特定保健指導が必要と判定された方を対象に、保健師及び管理

  栄養士による特定保健指導を実施した。

　  保健センターで集団保健指導を２回シリーズで２クール、個別相談、訪問等により実施した。

　  当該年度中に初回支援を終了した方は次のとおりである。

集団保健指導 個別相談 訪問 合計

積極的支援 1 人 6 人 32 人 39 人

動機付け支援 3 人 20 人 169 人 192 人
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(3) 生活習慣病改善に向けた産官地域連携事業

　　特定健康診査受診者の中から、特定保健指導が必要と判定された方を対象に、連携協定を結んだ

　フィットネス事業者でのフィットネスの体験利用事業を令和元年度から実施した。

　　当該年度中の体験利用者は次のとおりである。

利用者数

株式会社B-Wellコーポレーション　カーブスドラッグユタカ東向日 0 人

フィットネスクラブ　ピノス 5 人

４　糖尿病性腎症重症化予防

　糖尿病性腎症が重症化するのを予防するため、特定健康診査の結果から、糖尿病未治療、治療中断

者への受診勧奨、ハイリスク者への栄養指導を家庭訪問において実施した。

種　　別 実施者数

未治療者・治療中断者への受診勧奨 40 人

ハイリスク者へ栄養指導 24 人

５　高血圧重症化予防

　高血圧が重症化するのを予防するため、特定健康診査の結果から重症高血圧の未治療者・治療中断

者に受診勧奨を家庭訪問において実施した。

訪問者数 57 人

電話での支援数 0 人
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